

















（發知 他，2007; 武藤，2007; 下谷，2006; 玉村，2006など）である純粋持株会社（以下，持株会社）を
新たな本社 １）組織として採用する企業が増加している ２）。本社の持株会社化によって，本社が有する
事業（以下，本業）の分社化 ３）とグループ企業 ４）への大幅な権限 ５）委譲とそれに付随する経営責任
の付与 ６）が促進される（伊藤と林田，1997; 伊藤，1999; 川野，1999; 野村，2000; 小河，2001; 奥，
2009）。その結果，グループ企業の自律性  ７）が強化され，それぞれの経営環境に応じた意思決定を迅速
に行うことができる（遠藤，1988）。例えば，事業の再構築（以下，リストラ）や他社との合併や買収
（以下，M&A）にグループ企業単位で対応することが可能になる（遠藤，1988; 伊藤 他，1997; 小河，
2001; 米山，2010）。他方で持株会社化した本社（以下，持株会社本社）は，企業グループ全体の中長期
の方針であるグループ戦略の策定やそれをグループ企業に実行させる，いわゆる戦略的なグループ経営





摘もある（川村，2007; 小河，2001; 佐賀，2006; 下谷，2009; 頼，2006; 吉村，1998）。しかし，激化する
グローバルレベルでの企業間競争や，激変する経営環境に迅速かつ適切に対応するためには，この程度
の差をいかに追求し，より高度な戦略的なグループ経営を行うことができるかが企業や企業グループの
生存を左右するといえるだろう（林，2001; 松崎，2004, 2006; 高井，2006）。
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合にコストが発生することが指摘できる（Matějka & Waegenaere, 2005; Milgrom & Roberts, 1990, 
1992）。例えばミルグロムとロバーツ（Milgrom & Roberts, 1992）は，「大規模な組織内にある２部門
が，互いに独立して，別個の単位として運営されると効率的になるとしよう。すると，当初の組織でも
２部門があたかも同一組織の一員どうしではないかのように行動し，距離をおいて取引するように本部





















田，1996; Meyer, et al, 1992; Milgrom & Roberts, 1990, 1992; 大坪，2000）。すなわちインフルエンスコ
ストとは「浪費された資源と歪曲された決定とにともなう費用」（Milgrom & Roberts, 1992, 邦訳299ペ
ージ）であるといえる。また，このような個別の部門や企業が，意思決定権者に自らの利益のために働
きかける活動をインフルエンス活動 20）と呼ぶ。すなわち「自らの部門に最大限の予算を確保するため








ければならない事業部門への対応が遅れるなどのコストが発生する（Meyer, et al, 1992）。また，イン
フルエンス活動の結果，非効率的な意思決定を行ってしまうなどの弊害も生じる可能性がある 21）。さ
らに，インフルエンス活動を防止するために組織構造やガバナンス，あるいは各種手続きなどを変更し
た場合にかかるコストもインフルエンスコストであるといえる（Matějka & Waegenaere, 2005; Milgrom 
& Roberts, 1990; Picot, et al, 2005）。つまり，インフルエンスコストは，意思決定権者への影響力の大き






























































































































順位 企業名（持株会社本社） 業種 平均年収
（万円） 従業員数（人）
１（１） ㈱東京放送ホールディングス 情報・通信 1,472   205
２（２） 東京海上ホールディングス㈱ 保険 1,446   370
３（８） ㈱三井住友フィナンシャルグループ 銀行 1,301   167
４（11） ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 鉄鋼 1,202    50
５（18） 野村ホールディングス㈱ 証券・商品先物 1,136    52
６（20） ㈱三菱 UFJフィナンシャル・グループ 銀行 1,135 1,045
７（21） 富士フイルムホールディングス㈱ 化学 1,133   132
８（26） ㈱紀陽ホールディングス 銀行 1,059    57
９（27） ㈱みずほフィナンシャルグループ 銀行 1,055   283
10（29） ㈱博報堂 DYホールディングス サービス 1,049   147
　 　 平均 1,199 250.8
順位 企業名（本社） 業種 平均年収
（万円） 従業員数（人）
１（３） 三井物産㈱ 卸売業 1,444 6,153
２（４） 住友商事㈱ 卸売業 1,373 4,968
３（５） 三菱商事㈱ 卸売業 1,355 6,177
４（６） ㈱テレビ朝日 情報・通信 1,326 1,147
５（７） 日本テレビ放送網㈱ 情報・通信 1,321 1,143
６（９） 伊藤忠商事㈱ 卸売業 1,301 4,175
７（10） ㈱電通 サービス 1,278 6,532
８（12） 丸紅㈱ 卸売業 1,198 3,856
９（13） 中部日本放送㈱ 情報・通信 1,197   339
10（14） ㈱テレビ東京 情報・通信 1,189   713



















































ずである（Coase, 1988; Williamson, 1975）。しかし，それには常に情報の非対称性に代表される不確実
性がつきまとう。例えば，外部取引を行うための相手を探索するコストや取引先の技術力や生産力など
が取引上最適かどうかを調査するコストが必要となる。また，取引先との契約締結にかかるコスト，さ
らには取引先に契約通りに業務を行わせるためのコストなどが必要となる（Coase, 1988; 菊澤，2006; 



























































































































































































































れている状態である（Pasternack & Viscio, 1998; Sirower, 1997）。また，効率的なグループ経営を実現するため
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